






  The establishment of the recycling based society which reconciles the economy and the 
environment has received signiﬁcant attention.
  The study focuses on the home appliance recycling law. Some used home appliances are 
treated legally, others are exported illegally. Therefore this paper clariﬁes the results of the 
application of the home appliance recycling law and tries to present elemental conditions to 
create the global recycling system of used home appliances.
キーワード：家電リサイクル法、使用済み家電、国際的な循環システム
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8 家電リサイクル法施行にあたり、製造業者は A・B グループに集約し、全国で家電リサイクルシステ
ムを運営している。
9 適正処理困難物である。





























































































































































































































格を P とするならば、使用済み家電製品1台から抽出される再生資源の販売額は P f（R）
で表される。すなわち、製造業者の利益（π）は次のように表される。
π =Cr − R ＋ P f（R）（Cr ＜ R）
　上式より、リサイクル料金（Cr）と再生費用（R）が同額であるならば、つまり










































































































































































































































































































































































































テ レ ビ  8,994
冷蔵庫（冷凍庫は除く）  4,339
洗 濯 機  4,603
エアコン  4,936
合  計 22,872
出所：吉野敏行（2008），p.41．
表Ⅳ−２　指定引取場所での品目別引取台数（単位：千台）
2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
エアコン  1,334  1,635  1,585  1,814  1,990  1,828  1,890
テ レ ビ  3,083  3,517  3,551  3,787  3,857  4,127  4,613
冷 蔵 庫  2,191  2,563  2,665  2,802  2,820  2,716  2,725
洗 濯 機  1,929  2,425  2,662  2,813  2,953  2,943  2,884
合　　計  8,549 10,150 10,462 11,216 11,620 11,614 12,112
出所：財団法人　家電製品協会（2010），p.18.
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最大汚染費用を M、現実に顕在化した最大汚染費用を N とする。また、使用済み家電製
品に係る再生費用を R とする。再生費用のうちに、汚染防止に係る技術関係費用を R（t）
として考える。k は技術関係費用 R（t）の汚染防止に係る定数である20。そのうえで、使
用済み家電製品の汚染費用は次の式のように表される。
N ＝ M − kR（t）
　使用済み家電製品を日本で再資源化した場合の汚染費用式には、記号 j を付けて表し、
同じ製品をアジア諸国で再資源化した場合の汚染費用は、記号 a を付けて表す。
Nj ＝ M − kRj（t）
Na ＝ M − kRa（t）
　同じ使用済み家電製品の再資源化でもアジアの顕在化汚染費用より日本の顕在化費用の
方が小さいことは明らかである。すなわち、Nj ＜ Na である。
　そうすると、Na − Nj ＝（M − kRa（t））−（M − kRj（t））
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